
平成 26年度実績に関する事務事業評価表
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評価結果

自治体関与の妥当性

評価の理由

自治体としての意思決定機関

Ａ

評価項目

１
基
本
項
目

総合計画に主要事業として記載

１ 妥当である 各部等の長による会議

款
項
目

Ａ妥　当　性

１ 妥当である

意思決定の役割は果たしている

根  拠  法  令 総合計画等への記載

目的の妥当性 １ 妥当である 自治体内の意思統一

実績
46 

上位なし

-77.8%

達成率
173.3%

１ 高い

内部管理

係　   　名
電 話 番 号
会　   　計開始年度 当面継続

１ 高い 費用0

１ 適正である

　平成26年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

対象の妥当性

２ 検討の余地あり

１ 高い

庁議と行政経営戦略会議の独自性

政  策  名

企画政策課庁議等開催事務
なし
自治事務

企画係
0765-23-1067

担
当
部
署

終了年度昭和46年度 予
算
科
目

課       名事 務 事 業 名
予 算 事 業 名
事  業  区　分

総
合
計
画 基本事業名

事  業  期　間

施  策  名

目  標  名

３
指
標

26年度

30 
計画

30 

単位
25年度

成
果
指
標

0

意       図
（成果指標）

0 0

予算なし

導入予定なし

庁議及び行政経営戦略会議、部課長会議開催に係る準備、進行事務

手       段
（活動指標）

５
取
組
内
容

③地方債
④その他（使用料、雑入等）
⑤一般財源
収入合計

②年間所要時間

２
事
業
概
要

事 業 概 要

対　   　象

４
コ
ス
ト
情
報

財
源
内
訳

人
件
費 3,780,000

0

共通目標２　自立する自治体経営
２　戦略的行政経営システムの確立
３　計画的で効率的な行財政経営の推進

②県支出金

④負担金補助及び交付金

意思決定や方針決定、意思統一、連絡調整を行う。

定例及び臨時の開催や時期的に集中しての開催を行う。

意思決定や連絡調整、方針決定、事務連携を必要とする議題

①国庫支出金

区　　分

①需用費
②委託料

単位

0

支
出
内
訳

③工事請負費

4,620,000円）（Ｂ）4,200
900

3,780,000

9
1,100

0
3

0.0%
0.0%

決定事項の各部等での伝達の確実性

2

③人件費（②×＠
総　費　用（Ａ＋Ｂ） 0.0% 3,780,000

3,780,000

上位施策への貢献度

ＢＡ

１ 適正である

コスト効率

3,780,000

目標達成度

類似事業の有無

3,780,000

負担割合の適正化

2
900

3,780,000

900

６
評
価

Ａ Ａ

評価の視点 Ｈ26評価Ｈ25評価

１次評価
（課長総括）

Ａ

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

企画政策課、財政課、総務課の３課で、行政評価、予算編成、人事
考課と連動するよう調整のうえ、行政経営戦略会議を進める。今後
も行政評価システムを軸として効果的・効率的に行政経営を行って
いくことが必要である。３課で連携をとり、常に見直しを行ってい
く必要がある。

指　標　名

30 

活
動
指
標

実施主体の適正化

4,620,000

①事務事業に携わる正規職員数

⑤その他
支出合計（Ａ）

25年度
決算額予算現額

連絡調整　した/必要　議題
100 意思決定　した/必要　議題
100 

70.0%

３-２　総合的・計画的な行政運営の推進

意思決定した庁議議題
連絡調整した庁議議題

アウトソーシング導入状況

実績
52 
21 

計画

39 30 

100 
100 100 

100 
100 
100 

100.0%
100.0%

26年度

0

予算現額 決算額 決算増減率

0

27年度

100 
100 

計画
30 
30 

900

0

2
0

秘書担当部署の担当

費用0

Ａ

有  効  性

効  率  性

27年度
当初予算額

3,780,000

評
価
結
果

不要計画どおり事業を実施することが適当 ２次評価 　


